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論点 参考資料 

 
１．一元管理関係 

    

(1)一元管理プロセスの具体的あり方 

 

 幹部職員等の規模 

 各府省の人事権（任免権）行使の流れ 

 

   (2)公募の具体的あり方 

 

 官民人材交流に係る各制度（概要） 

 民間から国への職員の受入状況 

 

 

２．国家戦略スタッフ・政務スタッフ 

 

 内閣・内閣総理大臣を補佐する体制（内閣官房） 

 内閣官房において内閣・内閣総理大臣を支える主な職 

 各省において大臣を支える主な職 

 

 







注１ 上記の他に、研修、啓発として、国の職員が民間企業の業務を体験
２

区　　　　分 根拠法令等

概　　　　　　　　　要
備　　考

導入時期 概要等 身　　分 任期 給与 年　金 医　療 雇用保険
（採用等人数）

採
用

公務活性
化のため
の民間人
材の採用

人事院
規則１
－２４

平成10
年４月

公務活性化
のための民
間人材の採
用

国の職員 なし 国が支給 国共済 国共済 適用除外

平成1９年度
２３６人

任期を定
めた職員

任期付
職員法

平成12
年11月

一般職の職
員（研究業務
以外）として
専門的知識
経験を有する
者の採用

国の職員 ５年以内 国が支給 国共済 国共済 適用除外
平成1９年度

２５７人

任期付研
究員

任期付
研究員
法

平成９
年６月

研究業務従
事者として専
門的知識経
験を有する者
を採用

国の職員

【招へい型】

適用除外

原則５年
以内（７年
又は１０年
まで可）

平成1９年度
１９人

【若手育成型】

原則３年
以内（５年
まで可）

平成１９年度

国が支給 国共済 国共済

２７人

研究事業
終了まで
（５年以
内）

国が支給 国共済 国共済

交
流
派
遣

適用除外

平成１９年度
０人国の職員

国が支給 国共済 国共済 適用除外
国の職員
（退職型）

研究プロ
ジェクト

人事院
規則８
－１２

平成４
年７月

研究プロジェ
クト（５年以
内）に従事す
る者の採用

双
方
向

官民人事
交流

官民人
事交流
法

平成12
年３月

国と民間企
業の人事交
流を通じて組
織の活性化
と人材育成を
図る

交
流
採
用

平成１９年

国の職員
（雇用継
続型）

原則３年
以内（５年
まで可）

国が支給 国共済 国共済
適用除
外（特
例あり）

３１人

原則３年
以内（５年
まで可）

民間企業
従業員
（国の身
分を保有）

原則３年
以内（５年
まで可）

派遣先企
業が支給

国共済 健康保険 適用除外
平成１９年

２２人

派
遣

法科大学
院への派
遣

法科大
学院派
遣法

平成16
年４月

研究休職
人事院
規則１
１－４

（共同
研究休
職は昭
和61年
11月）

裁判官、検察
官等を法科
大学院へ教
員として派遣

派遣先の地
位を取得（国
の身分を保
有）

原則３年
以内（５年
まで可）

派遣先が
支給（派
遣給あり）

【国立・私 【国立】

適用除
外

国共済 国共済
【私立】

【公立】 健康保険、
私学共済

平成１９年度
地共済（そ
の場合、
期間は通
算）

３３人
【公立】
地共済

３２５人

職務に関連
する学術等
の調査・研
究・指導のた
めの業務に
従事（学校、
病院、研究所
等）

派遣先の地
位を取得（国
の身分を保
有）

派遣先が
支給（休
職給あり）

国共済

国共済は、「国家公務員共済組合法（昭和33年法律第128号）」を、地共済は、「地方公務員共済組合法（昭和37年法律第
152号）」を、私学共済は、「私立学校職員共済組合法（昭和28年法律第245号）」を指す。

官民人材交流に係る各制度（概要）

なし
公庫等が
支給

国共済 健康保険 適用
平成１８年度

退職出向 なし
３，７０８人

退
職

公庫等職員

原則３年
以内（５年
まで可）

ー 公庫等

国共済
適用除

外

平成19年7月1日現在

休職者数
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民間から国への職員の受入状況

(平成19年８月15日現在)

一定期間国家公務員に受け入れている者

常勤 非常勤

内 閣 官 房 190 60 60 1 59 0 0 36 94

内 閣 法 制 局 0 0 0 0 0 0 0 0 0

内 閣 府 130 74 68 12 56 5 1 56 0

総 務 省 176 31 28 6 22 2 1 145 0

法 務 省 77 11 0 0 0 10 1 9 57

外 務 省 180 107 95 80 15 9 3 73 0

財 務 省 139 49 25 6 19 23 1 21 69

文 部 科 学 省 110 29 25 4 21 0 4 46 35

厚 生 労 働 省 386 48 30 4 26 0 18 19 319

農 林 水 産 省 144 28 25 15 10 3 0 106 10

経 済 産 業 省 553 388 317 277 40 61 10 84 81

国 土 交 通 省 231 128 125 106 19 1 2 95 8

環 境 省 23 8 7 0 7 1 0 10 5

防 衛 省 0 0 0 0 0 0 0 0 0

警 察 庁 3 0 0 0 0 0 0 3 0

金 融 庁 236 94 36 25 11 57 1 27 115

宮 内 庁 3 0 0 0 0 0 0 0 3

公 正 取 引 委 員 会 40 11 0 0 0 11 0 2 27

公害等調整委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0

会 計 検 査 院 13 6 3 2 1 3 0 7 0

人 事 院 5 1 1 1 0 0 0 1 3

計 2,639 1,073 845 539 306 186 42 740 826

期間を限らず
に国家公務員
に受け入れて

いる者

総　　数
大学教授等

弁護士・
公認会計士

等
民間企業

民間企業等か
ら受け入れて

いる者

左記以外の
民間から受け
入れている者

注）民間とは、国、地方公共団体、特定独立行政法人及び日本郵政公社以外のものをいいます。
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内
閣

内
閣

官
房

内
閣
官
房
副
長
官
補
（
３
人
）

内
閣

広
報

官

内
閣

広
報

室

内
閣

情
報

官

内
閣

情
報

調
査

室

内
閣
総
務
官
（
１
）

(内
閣
審
議
官
（
１
）
)

(内
閣
参
事
官
（
１
）
)

内
閣

総
務

官
室

総
理

大
臣
官

邸
事

務
所

総
理

大
臣
官

邸
事

務
所

長

(内
閣
参
事
官
（
４
）
)

(内
閣
審
議
官
（
１
１
）
)

(内
閣
参
事
官
（
２
１
）
)

内
閣

衛
星
情

報
セ
ン
タ
ー

所
長

(内
閣
審
議
官
（
２
）
)

(内
閣
参
事
官
（
１
４
）
)

内
閣

総
理

大
臣 内

閣
危
機
管
理
監

内
閣

官
房

長
官

内
閣

官
房

副
長

官
（
３
人

）
内

閣
総

理
大

臣
補

佐
官

（
５
人

）

内
閣

・
内

閣
総

理
大

臣
を
補

佐
す

る
体

制
（
内

閣
官

房
）

５



 

内
閣

官
房

に
お

い
て

内
閣

、
内

閣
総

理
大

臣
を

支
え

る
主

な
職

※
１

 

 
内

閣
官

房
長

官
 

内
閣

官
房

副
長

官
 

内
閣

官
房

副
長

官
補

内
閣

総
理

大
臣

 

補
佐

官
 

内
閣

総
理

大
臣

 

秘
書

官
 

内
閣

審
議

官
 

内
閣

参
事

官
 

内
閣

事
務

官
 

役
割

 
内

閣
官

房
の

事
務

を

統
轄

し
、

所
部

の
職

員
の

服
務

に
つ

き
、

こ

れ
を

統
督

す
る

。
 

内
閣

官
房

長
官

の
職

務
を

助
け

、
命

を
受

け

て
内

閣
官

房
の

事
務

を

つ
か

さ
ど

る
。

 

あ
ら

か
じ

め
内

閣
官

房

長
官

の
定

め
る

と
こ

ろ

に
よ

り
内

閣
官

房
長

官

不
在

の
場

合
そ

の
職

務
を

代
行

す
る

。
 

内
閣

官
房

長
官

、
内

閣
官

房
副

長
官

を
助

け
、

命
を

受
け

て
内

閣

官
房

の
事

務
を

掌
理

す
る

。
 

内
閣

の
重

要
政

策
に

関
し

、
内

閣
総

理
大

臣

に
進

言
す

る
。

 

内
閣

総
理

大
臣

の
命

を
受

け
て

、
内

閣
総

理

大
臣

に
意

見
を

具
申

す

る
。

 

機
密

に
関

す
る

事
務

を

掌
り

、
又

は
臨

時
に

命

を
受

け
内

閣
官

房
そ

の

他
関

係
各

部
局

の
事

務
を

助
け

る
。

 

内
閣

官
房

副
長

官
補

を
助

け
、

命
を

受
け

て
、

内
閣

官
房

副
長

官

補
の

掌
理

す
る

事
務

の
う

ち
重

要
事

項
に

係

る
も

の
に

参
画

し
、

及

び
そ

の
事

務
の

一
部

を
総

括
整

理
す

る
。

 

内
閣

官
房

副
長

官
補

を
助

け
、

命
を

受
け

て

内
閣

官
房

副
長

官
補

の
掌

理
す

る
事

務
の

一
部

を
つ

か
さ

ど
る

。
 

命
を

受
け

て
内

閣
官

房
の

事
務

を
整

理
す

る
。

 

任
命

権
 

内
閣

総
理

大
臣

 
内

閣
（内

閣
総

理
大

臣

の
申

出
） 

内
閣

（内
閣

総
理

大

臣
の

申
出

） 

内
閣

（内
閣

総
理

大
臣

の
申

出
） 

内
閣

総
理

大
臣

 
内

閣
総

理
大

臣
（課

長
補

佐
相

当
職

以
上

） 
官

房
長

官
（係

長

相
当

職
以

下
） 

特
別

職
・一

般
職

の
別

 

特
別

職
公

務
員

 
一

般
職

公
務

員
 

任
用

方
式

 
政

治
任

用
（
国

務
大

臣
を

も
っ

て
充

て
る

） 

政
治

任
用

 
成

績
主

義
に

よ
る

任
用

 

身
分

保
障

 
な

し
 

あ
り

 

政
治

的
行

為

の
制

限
 

な
し

 
あ

り
 

定
数

 
１

人
 

３
人

 
３

人
 

最
大

５
人

 
６

人
 

20
人

（
併

任
者

を
除

く
）。

た
だ

し
、

そ
の

う
ち

６
人

は
、

内
閣

総
理

大

臣
が

特
に

必
要

と
認

め

る
場

合
に

置
か

れ
る

。
 

54
人

（
併

任
者

を
除

く
）
。

た
だ

し
、

そ
の

う

ち
14

人
は

、
内

閣
総

理
大

臣
が

特
に

必
要

と
認

め
る

場
合

に
置

か
れ

る
。

 

71
6

人
（

内
閣

審
議

官
、

内
閣

参
事

官
を

含
む

）。
そ

の
う

ち
、

40

人
は

特
に

必
要

と
認

め
ら

れ
る

場
合

に
置

か
れ

る
。

 

主
な

出
身

 

※
２

 

国
会

議
員

 
国

会
議

員
 

元
職

業
公

務
員

 

元
職

業
公

務
員

 
国

会
議

員
 

元
職

業
公

務
員

 

民
間

人
 

政
務

秘
書

官
以

外
は

職
業

公
務

員
 

職
業

公
務

員
（各

府
省

か
ら

の
出

向
が

大
部

分
） 

６ 

※
１
 
便
宜
上
、
内
閣
危
機
管
理
監
、
内
閣
広
報
官
、
内
閣
情
報
官
、
内
閣
総
務
官
に
関
す
る
事
項
を
除
い
て
い
る
。
 

※
２
 
主
な
出
身
は
実
態
上
の
も
の
。
 

国
務
大
臣
（
官
房
長
官
）、

内
閣
官
房
副
長
官
、
内
閣
総
理
大
臣
補
佐
官
は
、
国
会
議
員
の
兼
職
が
可
能
（
国
会
議
員
が
兼
職
で
き
る
職
は
国
会
法
（
第
３
９
条
）
で
限
定
さ
れ
て
い
る
）。

 
 






